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民事規則制定諮問委員会資料 １ 

 

民事執行規則及び国際的な子の奪取の民事上の側面に 

関する条約の実施に関する法律による子の返還に関す 

る事件の手続等に関する規則の改正に関する要綱案 

 

 

※本要綱案において用いる略称は次のとおりである。 

・国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約の実施に関する法律：「ハ

ーグ条約実施法」 

・国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約の実施に関する法律による

子の返還に関する事件の手続等に関する規則：「ハーグ条約実施規則」 

・令和元年法律第２号による改正後の民事執行法：「改正民事執行法」 

・令和元年法律第２号による改正後のハーグ条約実施法：「改正ハーグ条約

実施法」 

 

※以下の第●の記載は，「民事執行法制の見直しに関する要綱」の項目に対

応するものである。 

 

第１ 債務者財産の開示制度の実効性の向上（改正民事執行法第１９７条第

１項，第２０１条２号，第２０４条から第２１１条まで並びに第２１３

条第１項第５号及び第６号関係） 

１ 開示義務者に宣誓をさせる際の説明 

  民事執行規則第１８５条第１項において，開示義務者に宣誓をさせる

際に裁判長がすべき説明を，民事執行法第２０６条第１項第２号の規定

の内容から改正民事執行法第２１３条第１項第６号の規定の内容に改め

るものとする。 

２ 第三者からの情報取得手続の申立書の記載事項及び添付書類 

 ⑴ 改正民事執行法第２０５条第１項，第２０６条第１項又は第２０７

条第１項若しくは第２項に規定する第三者からの情報取得手続の申立

書には，次に掲げる事項を記載しなければならないものとする。 

    ア 申立人，債務者及び情報の提供を命じられるべき第三者の氏名又

は名称及び住所並びに代理人の氏名及び住所 

    イ 申立ての理由 
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    ウ 登記所からの情報の取得（改正民事執行法第２０５条第１項）を

求めるときは，情報の提供を命じられた登記所が検索すべき債務者

が所有権の登記名義人である土地等（土地又は建物その他これらに

準ずるものとして法務省令で定めるものをいう。以下同じ。）の所

在地の範囲 

  ⑵ ⑴の申立書には，できる限り債務者の氏名又は名称の振り仮名，生

年月日，性別その他の債務者の特定に資する事項を記載しなければな

らないものとする。 

 ⑶ ⑴の申立書（登記所又は市町村（特別区を含む。以下同じ。）若し

くは日本年金機構等からの情報取得手続（改正民事執行法第２０５条

第１項又は第２０６条第１項）の申立書に限る。）には，申立ての日

前３年以内に財産開示期日が実施されたことを証する書面を添付しな

ければならないものとする。 

  ⑷ 民事執行規則第２７条の２第２項の規定は，⑴の申立書について準

用するものとする。 

３ 裁判を告知すべき者の範囲 

 ⑴ 改正民事執行法第２０５条第１項，第２０６条第１項又は第２０７

条第１項若しくは第２項の申立てを認容する決定は，申立人及び情報

の提供を命じられた第三者に対して告知しなければならないものとす

る。 

 ⑵ ⑴の申立てを却下する決定は，申立人に対して告知しなければなら

ないものとする。 

４ 情報の提供を命じられた第三者が提供すべき情報 

 ⑴ 登記所 

改正民事執行法第２０５条第１項の最高裁判所規則で定める事項は，

債務者が所有権の登記名義人である土地等の存否及びその土地等が存

在するときは，その土地等を特定するに足りる事項とするものとする。 

  ⑵ 市町村 

    改正民事執行法第２０６条第１項第１号の最高裁判所規則で定める

事項は，同号の給与の支払をする者の存否並びにその者が存在すると

きは，その者の氏名又は名称及び住所（その者が国である場合にあっ

ては，債務者の所属する部局の名称及び所在地）とするものとする。 

  ⑶ 日本年金機構等 

    改正民事執行法第２０６条第１項第２号の最高裁判所規則で定める

事項は，同号の報酬又は賞与の支払をする者の存否並びにその者が存

在するときは，その者の氏名又は名称及び住所（その者が国である場



3 

合にあっては，債務者の所属する部局の名称及び所在地）とするもの

とする。 

  ⑷ 銀行等 

    改正民事執行法第２０７条第１項第１号の最高裁判所規則で定める

事項は，同号の預貯金債権の存否並びにその預貯金債権が存在すると

きは，その預貯金債権を取り扱う店舗並びにその預貯金債権の種別，

口座番号及び額とするものとする。 

  ⑸ 振替機関等 

    改正民事執行法第２０７条第１項第２号の最高裁判所規則で定める

事項は，債務者の有する振替社債等（社債，株式等の振替に関する法

律第２７９条に規定する振替社債等であって，情報の提供を命じられ

た振替機関等（改正民事執行法第２０７条第１項第２号の振替機関等

をいう。）の備える振替口座簿における債務者の口座に記載され，又

は記録されたものに限る。以下同じ。）の存否並びにその振替社債等

が存在するときは，その振替社債等の銘柄及び額又は数とするものと

する。 

５ 情報の提供の方法等 

 ⑴ 改正民事執行法第２０８条第１項の規定による情報の提供をすると

きは，同時に，同項の書面の写しを提出しなければならないものとす

る。ただし，申立人にその書面の写しを発送したときは，この限りで

ないものとする。 

 ⑵ 民事訴訟規則第４７条第３項の規定は，改正民事執行法第２０８条

第２項の書面の写しの送付について準用するものとする。 

６ 申立ての取下げの通知等 

 ⑴ 第三者からの情報取得手続の申立てが取り下げられたときは，裁判

所書記官は，当該申立てを認容する決定の送達を受けた債務者及び当

該決定の告知を受けた情報の提供を命じられた第三者に対して，その

旨を通知しなければならないものとする。 

 ⑵ ⑴の決定が情報の提供を命じられた第三者に告知された場合におい

て，改正民事執行法２１１条において準用する民事執行法第３９条第

１項第７号若しくは第８号又は第１８３条第１項第６号若しくは第７

号に掲げる文書が提出されたときは，裁判所書記官は，申立人及び当

該第三者に対し，これらの文書が提出された旨及びその要旨並びにこ

れらの文書の提出による執行停止が効力を失うまで，当該第三者は債

務者の財産に係る情報を提供してはならない旨を通知しなければなら

ないものとする。 
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 ⑶ ⑴の決定を取り消す旨の決定は，申立人，⑴の決定の送達を受けた

債務者及び⑴の決定の告知を受けた情報の提供を命じられた第三者に

告知しなければならないものとする。 

 

第２ 不動産競売における暴力団員の買受け防止の方策（改正民事執行法第

６５条の２，第６８条の４及び第７１条第５号関係） 

１ 暴力団員等に該当しないことの陳述の方式等 

 ⑴ 不動産の買受けの申出をしようとする者（以下「買受申出人」とい

う。）は，次に掲げる書類を提出しなければならないものとする。 

  ア 次に掲げる事項を記載し，買受申出人（その者に法定代理人があ

る場合にあっては当該法定代理人，その者が法人である場合にあっ

てはその代表者）が記名押印した陳述書 

    買受申出人の氏名（振り仮名を付す。）又は名称及び住所 

    買受申出人が個人であるときは，その生年月日及び性別 

    買受申出人が法人であるときは，その役員の氏名（振り仮名を

付す。），住所，生年月日及び性別 

    自己の計算において買受申出人に買受けの申出をさせようとす

る者がある場合であって，その者が個人であるときは，その氏名

（振り仮名を付す。），住所，生年月日及び性別 

    自己の計算において買受申出人に買受けの申出をさせようとす

る者がある場合であって，その者が法人であるときは，その名称

及び住所並びにその役員の氏名（振り仮名を付す。），住所，生

年月日及び性別 

    買受申出人（その者が法人である場合にあっては，その役員）

及び自己の計算において買受申出人に買受けの申出をさせようと

する者（その者が法人である場合にあっては，その役員）が暴力

団員等（改正民事執行法第６５条の２第１号に規定する暴力団員

等をいう。以下同じ。）に該当しないこと。 

イ 買受申出人が個人であるときは，その住民票の写しその他その氏

名，住所，生年月日及び性別を証するに足りる文書 

ウ 自己の計算において買受申出人に買受けの申出をさせようとす

る者がある場合であって，その者が個人であるときは，その住民票

の写しその他その氏名，住所，生年月日及び性別を証するに足りる

文書 

  ⑵ 買受申出人は，ア又はイに掲げる場合には，当該ア又はイに定める

文書の写しを提出するものとする。 
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ア 買受申出人が本文３⑶の指定許認可等

を受けて事業を行っている者に該当する

場合 

   イ 自己の計算において買受申出人に買受

けの申出をさせようとする者が本文３⑶

の指定許認可等を受けて事業を行ってい

る者に該当する場合 

その者が指定許認可等

を受けていることを証

する文書 

その者が指定許認可等

を受けていることを証

する文書 

２ 売却決定期日の指定 

 ⑴ 民事執行規則第３５条第２項の規律を次のとおり改めるものとする。 

裁判所書記官は，民事執行法第６４条第４項の規定により売却決定

期日を指定するときは，やむを得ない事由がある場合を除き，入札期

日から１週間以内の日を指定しなければならないとされているものを，

３週間以内の日に指定しなければならないものとすること 

  ⑵ 民事執行規則第４６条第２項の規律を次のとおり改めるものとする。 

裁判所書記官は，民事執行法第６４条第４項の規定により売却決定

期日を指定するときは，やむを得ない事由がある場合を除き，開札期

日から１週間以内の日を指定しなければならないとされているものを，

３週間以内の日に指定しなければならないものとすること 

３ 最高価買受申出人が暴力団員等に該当しないと認めるべき事情がある

場合 

 ⑴ 改正民事執行法第６８条の４第１項ただし書の最高裁判所規則で定

める場合は，最高価買受申出人が，指定許認可等を受けて事業を行っ

ている者である場合とするものとする。 

⑵ 改正民事執行法第６８条の４第２項ただし書の最高裁判所規則で定

める場合は，自己の計算において最高価買受申出人に買受けの申出を

させた者が，指定許認可等を受けて事業を行っている者である場合と

するものとする。 

⑶ ⑴及び⑵の「指定許認可等」とは，許認可等（行政手続法第２条第

３号に規定する許認可等をいう。）であって，当該許認可等を受けよ

うとする者（その者が法人である場合にあっては，その役員）が暴力

団員等に該当しないことが法令（同条第１号に規定する法令をいう。）

において当該許認可等の要件とされているもののうち最高裁判所が

指定するものをいうものとする。 

⑷ ⑶の指定がされたときは，最高裁判所長官は，これを官報で告示し

なければならないものとする。 
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第３ 子の引渡しの強制執行に関する規律の明確化（改正民事執行法第１７

４条から第１７６条まで関係） 

１ 子の引渡しの強制執行の申立書の記載事項及び添付書類 

  ⑴ 子の引渡しの強制執行（改正民事執行法第１７４条第１項に規定す

る子の引渡しの強制執行をいう。以下同じ。）の申立書には，債権者

及び債務者の氏名又は名称及び住所並びに代理人の氏名及び住所（民

事執行規則第２１条第１号），債務名義の表示（同条第２号）並びに

求める裁判（同条第５号）のほか，次に掲げる事項を記載しなければ

ならないものとする。 

   ア 子の氏名 

   イ 改正民事執行法第１７４条第１項第１号に規定する方法（執行裁

判所が決定により執行官に子の引渡しを実施させる方法）による子

の引渡しの強制執行（以下「直接的な強制執行」という。）を求め

るときは，その理由及び子の住所 

⑵ ⑴の申立書には，執行力のある債務名義の正本のほか，改正民事執

行法第１７４条第２項第１号に該当すること（間接強制の決定が確定

した日から２週間を経過したとき（当該決定において定められた債務

を履行すべき一定の期間の経過がこれより後である場合にあっては，

その期間を経過したとき））を理由として，直接的な強制執行を求め

るときは，間接強制の決定の謄本及び当該決定の確定についての証明

書を添付しなければならないものとする。 

⑶ 改正民事執行法第１７４条第２項第２号又は第３号に該当すること

を理由として，直接的な強制執行を求める理由においては，同項第２

号又は第３号に掲げる事由に該当する事実を具体的に記載しなければ

ならないものとする。 

２ 引渡実施の申立書の記載事項及び添付書類 

 ⑴ 引渡実施（改正民事執行法第１７５条第１項又は第２項に規定する

子の監護を解くために必要な行為をいう。以下同じ。）を求める旨の

申立書には，次に掲げる事項を記載しなければならないものとする。 

  ア 債権者及び債務者の氏名又は名称及び住所，代理人の氏名及び住

所並びに債権者の生年月日 

  イ 債権者又はその代理人の郵便番号及び電話番号（ファクシミリの

番号を含む。） 

  ウ 子の氏名，生年月日，性別及び住所 

  エ 債務者の住居その他債務者の占有する場所において引渡実施を求

めるときは，当該場所 
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  オ エの場所以外の場所において引渡実施を求めるときは，当該場所，

当該場所の占有者の氏名又は名称及び当該場所において引渡実施を

行うことを相当とする理由並びに改正民事執行法第１７５条第３項

の規定による許可（第三者の同意に代わる許可）があるときは，そ

の旨 

  カ 改正民事執行法第１７５条第６項の規定による決定（債権者の代

理人が出頭した場合においても引渡実施を行うことができる旨の決

定）があるときは，その旨並びに同項の代理人の氏名及び生年月日 

  キ 引渡実施を希望する期間 

⑵ ⑴の申立書には，改正民事執行法第１７４条第１項第１号の規定に

よる決定（直接的な強制執行の決定）の正本のほか，次に掲げる書類

を添付しなければならないものとする。 

ア 債務者及び子の写真その他の執行官が引渡実施を行うべき場所に

おいてこれらの者を識別することができる資料 

イ 債務者及び子の生活状況に関する資料 

ウ 第三者の同意に代わる許可があるときは，当該許可を受けたこと

を証する文書 

エ 債権者の代理人が出頭した場合においても引渡実施を行うことが

できる旨の決定があるときは，当該決定の謄本 

３ 債務者の住居その他債務者の占有する場所以外の場所の占有者の同意

に代わる許可の申立ての方式等 

 ⑴ 改正民事執行法第１７５条第３項の規定による許可（第三者の同意

に代わる許可）の申立ては，次に掲げる事項を記載した書面でしなけ

ればならないものとする。 

  ア 子の住居及びその占有者の氏名又は名称 

  イ 申立ての理由 

⑵ 民事執行規則第２７条の２第２項の規定は，⑴の申立書について準

用するものとする。 

４ 債権者の代理人が出頭した場合においても引渡実施を行うことができ

る旨の決定の申立ての方式等 

 ⑴ 改正民事執行法第１７５条第６項の規定による決定（債権者の代理

人が出頭した場合においても引渡実施を行うことができる旨の決定）

の申立ては，次に掲げる事項を記載した書面でしなければならないも

のとする。 

  ア 当該代理人となるべき者の氏名及び住所 

  イ 申立ての理由 
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⑵ 民事執行規則第２７条の２第２項の規定は，⑴の申立書について準

用するものとする。 

５ 引渡実施に関する債権者等の協力等 

 ⑴ 執行官は，引渡実施を求める申立てをした債権者に対し，引渡実施

を行うべき期日の前後を問わず，債務者及び子の生活状況，引渡実施

を行うべき場所の状況並びに引渡実施の実現の見込みについての情報

並びに債権者及び改正民事執行法第１７５条第６項の代理人を識別す

ることができる情報の提供その他の引渡実施に係る手続の円滑な進行

のために必要な協力を求めることができるものとする。 

⑵ 子の引渡しの申立てに係る事件の係属した裁判所又は子の引渡しの

強制執行をした裁判所は，引渡実施に関し，執行官に対し，当該事件

又は子の引渡しの強制執行に係る事件に関する情報の提供その他の必

要な協力をすることができるものとする。 

⑶ 子の引渡しの申立てに係る事件の係属した家庭裁判所又は高等裁判

所は，⑵による協力をするに際し，必要があると認めるときは，人事

訴訟法第３４条第１項若しくは第２項又は家事事件手続法第５８条第

１項若しくは第２項（同法第９３条第１項及び第２５８条第１項にお

いて準用する場合を含む。）の事実の調査をした家庭裁判所調査官及

び同法第６０条第１項（同法第９３条第１項及び第２５８条第１項に

おいて準用する場合を含む。）の診断をした裁判所技官に意見を述べ

させることができるものとする。 

⑷ ⑵及び⑶に基づく協力に際して執行官が作成し，又は取得した書類

については，その閲覧又はその謄本若しくは抄本の交付の請求をする

ことができないものとする。 

６ 引渡実施の終了の通知 

引渡実施が終了したとき（執行官が本文７により引渡実施に係る事件

を終了させた場合を除く。）は，執行官は，債務者（債務者の住居その

他債務者が占有する場所以外の場所において引渡実施を行ったときは，

債務者及び当該場所の占有者）に対し，その旨を通知しなければならな

いものとする。 

７ 引渡実施の目的を達することができない場合の引渡実施に係る事件の

終了 

次に掲げる場合において，引渡実施の目的を達することができないと

きは，執行官は，引渡実施に係る事件を終了させることができるものと

する。 

  ⑴ 引渡実施を行うべき場所において子に出会わないとき。 
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  ⑵ 引渡実施を行うべき場所において子に出会ったにもかかわらず，子

の監護を解くことができないとき。 

  ⑶ 債権者又はその代理人が改正民事執行法第１７５条第９項の規定に

よる指示に従わないことその他の事情により，執行官が円滑に引渡実

施を行うことができないおそれがあるとき。 

８ 引渡実施に係る調書の記載事項 

⑴ 民事執行規則第１３条第１項及び第２項の規定は，執行官が引渡実

施を行った場合について準用するものとする。 

  ⑵ 引渡実施を行ったときに作成すべき調書には，民事執行規則第１３

条第１項第１号及び第３号から第８号までに掲げる事項のほか，次に

掲げる事項を記載しなければならないものとする。 

   ア 引渡実施を行った場所 

   イ 引渡実施を行った場所が債務者の住居その他債務者の占有する場

所以外の場所であり，当該場所における引渡実施を相当と認めた場

合には，その事由 

   ウ 子の表示 

 

第４ 債権執行事件の終了をめぐる規律の見直し（改正民事執行法第１４５

条第７項及び第８項並びに第１５５条第５項から第８項まで関係） 

１ 支払を受けていない旨の届出の方式 

  ⑴ 改正民事執行法第１５５条第５項の規定による届出（支払を受けて

いない旨の届出）は，次に掲げる事項を記載した書面でしなければな

らないものとする。 

   ア 事件の表示 

   イ 債務者及び第三債務者の氏名又は名称 

   ウ 第三債務者から支払を受けていない旨 

⑵ ⑴の書面には，第三債務者から支払を受けていない理由を記載する

ものとする。 

２ 差押命令の取消しの予告 

執行裁判所が改正民事執行法第１５５条第６項の規定により差押命令

を取り消すに当たっては，裁判所書記官は，あらかじめ，差押債権者に

対し，同条第４項（取立届）又は第５項（支払を受けていない旨の届出）

の規定による届出をしないときは，差押命令が取り消されることとなる

旨を通知するものとする。 

 

第５ 差押禁止債権をめぐる規律の見直し（改正民事執行法第１４５条第４



10 

項，第１５５条第２項，第１５９条第６項，第１６１条第５項及び第１

６６条第３項関係） 

１ 債務者に対する教示の方式等 

  ⑴ 改正民事執行法第１４５条第４項の規定による教示は，書面でしな

ければならないものとする。 

  ⑵ 改正民事執行法第１４５条第４項の最高裁判所規則で定める事項は，

民事執行法第１５３条第１項又は第２項の規定による差押命令の取消

しの申立てに係る手続の内容とするものとする。 

２ 配当期日等の指定 

民事執行規則第１４５条において準用される第５９条第２項の規律に

次の規律を加えるものとする。 

⑴ 差し押さえられた債権が民事執行法第１５２条第１項各号に掲げる

債権（給与債権）又は同条第２項に規定する債権（退職金債権）であ

る場合には，配当期日等は，配当等を実施すべきこととなった日又は

債務者に対して差押命令が送達された日から４週間を経過した日のい

ずれか遅い日から１月以内の日としなければならないものとすること。 

⑵ ⑴の規律は，差押債権者（数人あるときは，そのうち少なくとも１

人以上）の債権に同法第１５１条の２第１項各号に掲げる義務に係る

金銭債権（扶養義務等に係る金銭債権）が含まれているときは，適用

しないものとすること。  

 

第６ 国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約の実施に関する法律に

基づく国際的な子の返還の強制執行に関する規律の見直し（改正ハーグ

条約実施法第１３４条から第１４１条まで関係） 

１ 子の返還の強制執行の申立書及び添付書類に関する規律の見直し 

ハーグ条約実施規則第８４条の規律の一部を次のとおり見直すものと

する。 

⑴ 子の返還の代替執行を求めるときの申立書の記載事項（同条第１

項第３号）として，子の返還の代替執行を求める理由を追加するこ

と。 

⑵ 改正ハーグ条約実施法第１３６条第２号又は第３号に該当するこ

とを理由として，子の返還の代替執行を求める理由においては，同

条第２号又は第３号に掲げる事由に該当する事実を具体的に記載し

なければならないものとすること。 

⑶ 間接強制の決定の謄本及び当該決定の確定についての証明書を提

出する必要がある場合（ハーグ条約実施規則第８４条第２項第２号）
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を，改正ハーグ条約実施法第１３６条第１号（間接強制の決定が確

定した日から２週間を経過したとき等）に該当することを理由とし

て子の返還の代替執行を求める場合に限ること。 

２ 解放実施の申立書の記載事項及び添付書類 

ハーグ条約実施規則第８５条の規律の一部を次のとおり見直すものと

する。 

  ⑴ 解放実施を求める旨の申立書の記載事項から，返還実施者の性別（同

条第１項第３号）を削除すること。 

⑵ 解放実施を求める旨の申立書の記載事項（同条第１項）として，改

正ハーグ条約実施法第１４０条第１項においてそれぞれ準用する改正

民事執行法第１７５条第３項の規定による許可（第三者の同意に代わ

る許可）があるときは，その旨並びに同条第６項の規定による決定（債

権者の代理人が出頭した場合においても引渡実施を行うことができる

旨の決定）があるときは，その旨並びに同項の代理人の氏名及び生年

月日を追加すること。 

⑶ 解放実施を求める旨の申立書の添付書類（ハーグ条約実施規則第８

５条第２項）として，改正ハーグ条約実施法第１４０条第１項におい

てそれぞれ準用する改正民事執行法第１７５条第３項の規定による

許可（第三者の同意に代わる許可）があるときは，当該許可を受けた

ことを証する文書及び同条第６項の規定による決定（債権者の代理人

が出頭した場合においても引渡実施を行うことができる旨の決定）が

あるときは，当該決定の謄本を追加すること。 

３ 債務者の住居その他債務者の占有する場所以外の場所の占有者の同意

に代わる許可の申立ての方式等 

 ⑴ 改正ハーグ条約実施法第１４０条第１項において準用する改正民事

執行法第１７５条第３項の規定による許可（第三者の同意に代わる許

可）の申立ては，次に掲げる事項を記載した書面でしなければならな

いものとする。 

  ア 子の住居及びその占有者の氏名又は名称 

  イ 申立ての理由 

⑵ 民事執行規則第２７条の２第２項の規定は，⑴の申立書について準

用するものとする。 

４ 債権者の代理人が出頭した場合においても解放実施を行うことができ

る旨の決定の申立ての方式等 

 ⑴ 改正ハーグ条約実施法第１４０条第１項において準用する改正民事

執行法第１７５条第６項の規定による決定（債権者の代理人が出頭し
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た場合においても引渡実施を行うことができる旨の決定）の申立ては，

次に掲げる事項を記載した書面でしなければならないものとする。 

  ア 当該代理人となるべき者の氏名及び住所 

  イ 申立ての理由 

⑵ 民事執行規則第２７条の２第２項の規定は，⑴の申立書について準

用するものとする。 

５ 解放実施に関する裁判所の協力等 

  ハーグ条約実施規則第８７条の規律の一部を次のとおり見直すものと

する。 

 ⑴ 同条第３項において，解放実施に関し，執行官に対し，子の返還申

立事件に関する情報の提供その他必要な協力をすることができる裁判

所として，「子の返還を命ずる終局決定をした家庭裁判所（抗告裁判

所が子の返還を命ずる終局決定をした場合にあっては，第一審裁判所

である家庭裁判所）」とされているのを，「子の返還申立事件の係属

した裁判所」とすること。 

⑵ 同条第４項において，同条第３項の規定による協力をするに際し，

家庭裁判所調査官及び裁判所技官に意見を述べさせることができる裁

判所として，「子の返還を命ずる終局決定をした家庭裁判所」とされ

ているのを，「子の返還申立事件の係属した家庭裁判所又は高等裁判

所」とすること。 

⑶ 同条第５項を削除すること。 

６ 解放実施の終了の通知 

解放実施が終了したとき（執行官が本文７により解放実施に係る事件

を終了させた場合を除く。）は，執行官は，債務者（債務者の住居その

他債務者が占有する場所以外の場所において解放実施を行ったときは，

債務者及び当該場所の占有者）に対し，その旨を通知しなければならな

いものとする。 

 ７ 解放実施の目的を達することができない場合の解放実施に係る事件の

終了 

ハーグ条約実施規則第８９条の規律を次のとおり見直すものとする。 

次に掲げる場合において，解放実施の目的を達することができないと

きは，執行官は，解放実施に係る事件を終了させることができるものと

する。 

  ⑴ 解放実施を行うべき場所において子に出会わないとき。 

  ⑵ 解放実施を行うべき場所において子に出会ったにもかかわらず，子

の監護を解くことができないとき。 



13 

  ⑶ 返還実施者，債権者又は改正ハーグ条約実施法第１４０条第１項に

おいて準用する改正民事執行法第１７５条第６項の代理人が，改正ハ

ーグ条約実施法第１４０条第１項において準用する改正民事執行法第

１７５条第９項の規定による指示に従わないことその他の事情により，

執行官が円滑に解放実施を行うことができないおそれがあるとき。 

 

第７ その他 

   その他所要の規定を整備するものとする。 

 


